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厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部

精神・障害保健課

入院者訪問支援事業の運営



○ 精神科病院で入院治療を受けている者については、医療機関外の者との面会交流が特に途絶えやすくなることを踏まえ、
入院者のうち、家族等がいない市町村長同意による医療保護入院者等を中心として、面会交流の機会が少ない等の理由によ
り、第三者による支援が必要と考えられる者に対して、希望に応じて、傾聴や生活に関する相談、情報提供等を役割とした
訪問支援員を派遣するもの。

○ 実施主体は都道府県、政令指定都市（以下「都道府県等」という。）

【訪問支援員】

○ 都道府県知事が認めた研修を修了した者のうち、都道

府県知事が選任した者

○ 支援対象者からの求めに応じて、入院中の精神科病院

を訪問し、支援対象者の話を誠実かつ熱心に聞く（傾

聴）ほか、入院中の生活に関する相談や、支援対象者が

困りごとを解消したり、希望する支援を受けるためには

どうすれば良いのかを対象者に情報提供する。

第三者である訪問支援員が、医療機関外
から入院中の患者を訪問し支援

面会交流、支援
傾聴、生活に関する
相談、情報提供 等

第三者による支援が必要

※2人一組で精神科

病院を訪問

精神科病院

【支援対象者】

（１）市町村長同意による医療保護入院者で

あって、本事業による支援を希望する者

（２）地域の実態等を踏まえ、（１）と同等

に支援が必要として都道府県知事が認め、

本事業による支援を希望する者

都道府県等による選任・派遣

（留意点）
・令和6年度より法定事業として位置づけ。（守秘義務等）
・訪問支援員について、特段の資格等は不要。※研修修了は義務
・訪問支援員が対象者に代わって対象者の困りごとを解決することや、

訪問支援員が医療・介護・障害福祉サービスの利用を調整したりサービ
スを自ら提供することは、本事業の支援として意図するものではない。

【入院者訪問支援事業のねらい】
医療機関外の第三者が、支援対象者と会話を交わし、支援対象者

の話を傾聴することにより、様々な思いを受け止め、対象者が自ら
の力を発揮できるよう、対象者の立場に立って寄り添うもの。

※入院者の求めに応じて、都道府県等が派遣を調整

【精神科病院に入院する方々の状況】
医療機関外の者との面会交流が特に途絶
えやすく、
・孤独感や自尊心の低下
・日常的な困りごとを誰かに相談するこ

とが難しい、支援を受けたいが誰に相
談してよいかわからないといった悩み

を抱えることがある。

誰かに相談し
たい、話を聞
いてほしい

孤独感、
自尊心
の低下

精神科病院に入院している支援対象者の自尊心低下、孤独感、日常の困りごと等の解消が期待される。

令和５年度予算額 令和６年度予算額
94百万円 → 1.9億円
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入院者訪問支援事業（令和６年度以降）
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準
備

庁内調整
①事業主管部局の決定 ②関係部局との連携体制の構築
③予算編成 ④事務局（委託可）の設置方法の検討

庁外調整

①関係団体等（都道府県精神科病院協会、各職能団体等）に本事業について説明及び協力依頼
②受け入れ精神科病院に説明及び協力依頼（訪問支援員の派遣方法について調整）
③管内市区町村（保健所設置市及び特別区含む）と本事業に係る市区町村と事業実施の方法について調整
④関係機関（基幹相談センターや障害者相談支援センター等）への説明

要綱作成 国が示す要綱に基づき、自治体の事業要綱作成

養
成

研
修

養成研修
・研修準備…①受講対象者の検討 ②研修プログラムの検討 ③研修講師、ファシリテーターの確保
・研修実施…①開催準備（受講者募集、会場、講師等） ②研修実施 ③修了証発行 ④受講者名簿管理

事
業

周
知

啓発資材 事業の啓発資材（パンフレット・ポスター等）の作成

管内市町村 市町村長同意による医療保護入院者との面会時に本事業を紹介するよう依頼

精神科病院 退院後生活環境相談員等から入院者に対して本事業を紹介するよう依頼

会
議
体

推進会議
①会議体の設置（既存の会議体も可） ②会議の構成員の選定
③会議の運営（企画立案・準備・実施・議事録等のとりまとめ等） ④事業報告

実務者会議
①会議体の設置（既存の会議体も可、委託可） ②会議の構成員の選定
③会議の運営（企画立案・準備・実施・議事録等のとりまとめ等） ④事業報告

支
援
員

派
遣

支援員派遣
①支援員派遣のスキームの検討・構築 ②支援員の登録、管理（名簿等の作成） ③支援員への事前説明
④支援員へのサポート体制の構築 ⑤事業実施記録管理 ⑥年度末報告

評
価

評価
①支援員や利用者からの意見の収集等を行う ②推進会議、実務者会議等で①で収集した意見等を共有する
③会議の構成員からの意見等を取りまとめる ④本事業の会議を活用し、事業の評価方法や評価を実施する

都道府県等が担う主な業務
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事業全体のフレーム作り

事業の周知及び協力体制の整備

支援対象者の範囲の検討

すべての入院者を対象とすることが望ましいが、市町村長同意による医療保護入院者に限定するのか、それ以外の入院者も支援
対象とするのか、地域の事情に応じて検討する。

事業の対象範囲

当該自治体の全域で実施するのが望ましいが、地域の実情に応じて検討する。また、自治体を越える対象者への対応については、
必要に応じて他の自治体との連携を図る。

（連携の例）県内に入院されている方について都道府県と指定都市・保健所設置市との連携
県外に入院されている方について県外自治体と連携

事務局（委託可）の設置方法の検討

直営で実施する場合は所管部局の調整、委託する場合は委託の範囲等について検討を行う。

必要な人員や予算等の検討

事業に必要な人員や職種、ピアサポーター等の確保。事業全体の費用経費（人件費・交通費・通信費・保険料等）の積算と確保。

地域の関係機関・関係団体への事業説明

各精神科病院、各職能団体、当事者会、家族会、権利擁護団体等に事業の趣旨を丁寧に説明し、理解と協力を得る。

市町村に対する事業説明と協力要請

市町村長同意後の面会時に本事業を紹介するほか、本人が利用希望した際には、訪問が速やかに実施されるように協力を求める。

事業実施に向けた主な検討事項



○ 都道府県等は、精神保健福祉法第35条の２に基づき、訪問支援員の業務を適正に行うために必要な知識・技能等を
修得するための研修を実施する。

○ 都道府県知事が行う研修は、①精神保健、医療及び福祉の現状及び課題、②入院者訪問支援事業の概要、③入院者訪問支
援員として必要な技能についての講義及び演習とする。

○ 研修を修了した者のうち、都道府県知事が選任した者を入院者訪問支援員と定める。

訪問支援員養成研修 ・訪問支援員としての活動を希望する者が対象
・講義：５時間程度（オンライン受講可）
・演習：６時間程度（原則、対面で実施）
・実施主体：都道府県等
・内容：省令に準拠

訪問支援の意義や訪問支援員の役割等を理解した上で、
訪問支援員として必要な基本的知識を習得する

【講義】

【演習】
講義で得られた基本的知識を基礎としつつグルー

プワークやロールプレイ等を通じて訪問支援員とし

て必要とされるより実践的な知識や技能を習得する

○ 令和５年度実施の国の養成研修は、都道府県知事が行う研修の内容を定めた精神保健福祉法施
行規則第18条の２第１号から第３号までの内容が盛り込まれたものです。

○ そのため、都道府県知事等が適当と認める場合は、令和５年度実施の国の養成研修修了者を都
道府県知事等が行った研修修了者とみなし、入院者訪問支援員として選任することが可能です。

令和５年度実施の国の養成研修修了者を、入院者訪問支援員とする場合について

5
※研修資料については以下のHPに掲載済（QRコードからもアクセス可能）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/chiikihoukatsu_00004.html

訪問支援員養成研修の概要



6

講 義 名 内 容

講義

入院者訪問支援事業の概要

入院者訪問支援事業の概要

入院者訪問支援の意義と目的

入院者訪問支援の役割

精神障害者の権利

精神医療の現状と課題

精神科病院管理者が入院者訪問支援事業に期待すること

入院している人の体験 入院している人が体験すること

入院者訪問支援事業の実践
入院者訪問支援の実践

入院者訪問支援員が知っておくべき資源

演習

当事者の体験の共有

ロールプレイ

グループワーク

○ 講義はオンラインでの受講を可能とし、所要５時間程度とする
○ 演習は原則対面で行い、所要６時間程度とする

※研修資料については以下のHPに掲載予定（QRコードからもアクセス可能）
入院者訪問支援事業 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/chiikihoukatsu_00003.html

訪問支援員養成研修カリキュラム
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（参考）訪問支援員の任命、登録にあたって

岡山市において研修時に配布

（岡山市においては訪問支援員をアドボ

ケイトと表現）

岡山市の例
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○ 都道府県等は、市町村に対し、市町村長同意による医療保護入院者との面会時に当該事業を入院者に紹介
するよう依頼する。

○ 都道府県等は、精神科病院に対し、退院後生活環境相談員等から入院者に対して当該事業を紹介することや、
啓発資材の掲示等により入院者に常時当該事業の周知を図ることを依頼する 。

市町村担当者

市町村

・ＨＰ等での広報

厚生労働省

・市町村に対し、市町村長同意の入院者への面会時に本事業を紹介するよう依頼する。

・精神科病院に対し、入院者へ退院後生活環境相談員やその他の職員等から本事業を紹介することや、

啓発資材の掲示等により当該事業の周知を図るよう依頼する。

・市町村長同意後の入院者との面会時

にリーフレット等を用いて本事業

を紹介する。

・退院後生活環境相談員の選任の挨拶時や

日々の支援の中でリーフレット等を用いて

本事業を紹介する。

・本事業の紹介・周知のための院内掲示を行う。

市町村長同意
入院患者等

退院後生活環境相談員等

精神科病院

都道府県等

入院者への事業周知

http://4.bp.blogspot.com/-3pMVhbJS328/UnIELdXqg1I/AAAAAAAAZ_k/0f8-BgRJlqQ/s800/nurse_nocap.png
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（参考）先行自治体での事業周知・情報発信例

※ 岡山市において掲示しているポスター ※  和歌山県において配布している資材

※  静岡市において配布している資材



① 面会希望

精神科病院

退院後生活環境相談員等

電話・手紙等

面会日連絡

訪問支援（面会交流の実施）

② 面会日の調整

④ 実施報告

都道府県等

② 登録者から訪問支援員２名
を選任し面会日を調整する。

④ 訪問支援員より面会の報
告を受ける。

市
町
村
長
同
意
に
よ
る
医
療
保
護
入
院
者
等

③
日
程
の
連
絡

都道府県等
又は

委託先の事業所

事務局

○ 入院者本人から訪問支援員との面会希望があった場合に、派遣調整を行う。
○ 本人以外の者からの依頼については、本人の意向であることを確認した上で派遣調整を開始する。

① 入院者本人、市町村長同意を
担当する自治体職員又は精神科
病院の退院後生活環境相談員等
を経由し、面会希望の連絡を受
ける。

③ 必要に応じて精神科病院の退院
後生活環境相談員等の協力を得る
ことで、できる限り入院者本人の
希望に添えるよう、訪問支援員の
派遣調整を行う。

訪問支援員は、２人一組（※）で

精神科病院を訪問し、面会交流を行う

（※）ペアで訪問をする事で互いにフォローができ

緊張感の緩和につながることが先行事例から

示されている。

また、訪問支援のスキルアップのためには

経験の少ない者と経験を重ねた者によるペア

での実施が効果的とされている。

訪問支援員

（配付資料別紙1参照）

（配付資料別紙２参照）
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訪問支援員派遣の流れ

http://4.bp.blogspot.com/-3pMVhbJS328/UnIELdXqg1I/AAAAAAAAZ_k/0f8-BgRJlqQ/s800/nurse_nocap.png


○ 都道府県等は以下の機能の整備ついて、地域の実情を踏まえ、検討を行うことが求められる。

⚫ 訪問支援員のサポート

⚫ 訪問支援員からの入院者への対応や、病院

とのやりとりなどに関する相談を受ける。

⚫ 相談を受けた時点で助言等が困難な場合は、

後日、改めて話し合いの場等を設けること

を検討する。

⚫ 必要に応じて、臨時の実務者会議、事例検

討会、訪問支援員同士の交流会等を開催す

ることを検討する。

⚫ 訪問支援員同士が情報共有や意見交換等を

行えるようなネットワークを構築すること

が望ましい。

⚫ 入院者本人や病院等からの問い合わせ
要望等への対応

⚫ 入院者本人や病院等からの問い合わせや苦

情等が寄せられた際は、随時対応する。

⚫ オンライン会議や、メーリングリスト等を

活用し、対応に苦慮した場合に話し合いが

できる体制をあらかじめ構築しておくこと

が望ましい。

⚫ 対応状況について記録し、相談内容によっ

ては実務者会議、推進会議に報告する。

⚫ 必要に応じて、臨時の実務者会議や推進会

議の開催を検討する。
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整備が推奨される都道府県等の機能



【目 的】
運営を管理する者及び訪問支援を受け入れる医療機関と訪問支援を行う者が、実施要領や事業計画の策定、実務者会議

から報告される事業の実施状況や課題等をもとに事業の進め方について検討や見直しを図る場とする。

【実施主体】 都道府県等の主管課を中心とする
都道府県等の協議の場（地方精神保健福祉審議会、自立支援協議会、地域移行を推進する部会等）の活用を可能とする。

【参加者】
都道府県等主管課、精神保健福祉センター、保健所、当事者、当事者家族、精神科病院協会等の関係団体、その他有識

者等

推進会議

実務者会議

【目 的】
訪問支援員や訪問支援を受け入れる精神科病院の関係者等が、定期的に事業実施においての具体的な課題や支援のあ

り方等について協議し、その結果については適宜、推進会議へ報告する等、事業の円滑な推進と、更なる充実を図る場
とする。

【実施主体】 都道府県等の主管課を中心とする
（運営事務については委託を可能とするが、都道府県等事業担当者の会議への参加は必須とする）

【参加者】
都道府県等主管課、委託先事業者、訪問支援員、精神科病院等の関係者、市町村実務担当者（市町村同意に係る部署、

及び医療保護入院患者の支援に係る部署の担当）、その他の当該事業に係る者等

○ 都道府県等は、本事業を円滑に進めるため、事業の実施内容の検討や見直し等を行い、関係者の合意形成を図るため
の会議体及び事業の円滑な推進と更なる充実を図ることを目的として、実務者が協議するための会議体を設置する。

進め方の検討・見直し

事業の推進と更なる充実

12

本事業に係る会議



○ 事務局内での情報共有は守秘義務違反とはみなされない。（集団的守秘義務）

⚫ 訪問支援員は担当制である必要はなく、入院者との信頼関係、相談内容や支

援員の状況等を踏まえて組織として関わる。（毎回同じ事務局員、訪問支援

員が対応する必要はないが、その旨を入院者にあらかじめ伝えておくこと）

〇月×日 〇月△日 △月〇日 △月×日

入院者Aさん 事務局Cさん

支援員Dさん

事務局Bさん 入院者Aさん

支援員Eさん

支援員Fさん

入院者Aさん 入院者Aさん

支援員Eさん
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• 訪問支援員が１人で問題を抱え込まなくてもよい。
• 電話や面会等、その場ですぐに支援対象者の希望の実現や、問題の解決ができなくてもよい。支援対象者

との関係性を築き、「次へつなぐ」ことができる。
• 事務局が開催する会議や事例検討会等で、他の訪問支援員と出会い、経験者に相談したり、お互いに励ま

し合うことができる。
• 訪問支援員が訪問支援活動で困ったこと等について事務局に相談できる。

組織として関わることのメリット

• 運営事務を一部外部委託とすることは可能であるが、都道府県等は委託先と十分な連携体制を構築し、運
営状況を把握すること。

• 訪問支援員と同様、事務局職員や事業に関係する都道府県等職員にも守秘義務があることに留意すること。
• 支援対象者、病院等からの事業に対するフィードバックを得る方法を検討することが望ましい。
• 支援対象者からの求めがあった場合でも、事務局職員、訪問支援員の個人情報を開示しないこと。
• 対応に迷う場合は、個人で判断するのではなく、都道府県等を含む組織として判断すること。
• 組織的判断を行う必要が生じた場合のプロセスについては、推進会議においてあらかじめ検討し、合意を

得ておくこと。
「にも包括」の観点からも地域はマンパワー（質の担保）が必要。

組織的に事業運営を行うためのポイント

○ 都道府県等は、本事業を円滑に進めるため、組織全体で事業運営にあたることが重要である。

事業運営にあたっての留意点
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